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川 崎 市 無 料 低 額 宿 泊 所 指 導 検 査 実 施 要 綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川崎市（以下「市」という。）における社会福祉法（昭和

２６年法律第４５号。以下「法」という。）第６８条の５第１項の規定に基づ

き、法第２条第２項第８号に規定する生計困窮者のために無料又は低額な料金

で利用させることを目的とした宿泊事業（以下「無料低額宿泊所」という。）

に対し市が指導検査（以下「検査」という。）を実施するために必要な事項を

定めるものとする。 

（実施対象） 

第２条 この要綱による検査の対象は、川崎市無料低額宿泊所の設備及び運営基

準に関する条例（令和元年川崎市条例第３７号。以下「条例」という。）第３

条に規定する施設であり、法第６８条の２の規定による事業開始の有無は問わ

ない。 

（検査の目的） 

第３条 検査は、条例と無料低額宿泊所に係るガイドライン（以下「ガイドライ

ン」という。）に基づき、無料低額宿泊所の運営状況について調査又は検査す

るとともに、必要な助言、指導を行うことにより、適正な宿泊所の運営と利用

者の保護を目的に行う。 

（実施方法） 

第４条 検査は、条例やガイドラインの規定の他、無料低額宿泊事業等に関して

国から発出される基準及び指導検査指針等の通知等に基づき実施する。 

２ 検査を効率的に実施するため、健康福祉局長は次に掲げる事項を定める。 

（１） 指導検査における重点事項 

（２） 年間指導検査実施計画 

（実施体制） 

第５条 検査は、健康福祉局生活保護・自立支援室職員により検査班を編成して

実施する。 

２ 検査班に班長を置き、班長には係長級以上の職員をもって充てる。 
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（指導検査の種類） 

第６条 検査は、一般指導検査と特別指導検査とする。 

（一般指導検査） 

第７条 一般指導検査は、第４条第２項第２号に規定する年間指導検査実施計画

に基づき実地又は書面により毎年度実施する。 

２ 前項の規定にかかわらず、無料低額宿泊所の運営等に問題が発生した場合、

又は問題発生のおそれがあると認められる場合は、一般指導検査を随時実施す

ることができる。 

３ 一般指導検査は、以下の項目について実施する。 

 (１ ) 施設（建物・設備） 

(２ ) 諸規程 

(３ ) 職員 

(４ ) 利用者処遇 

(５ ) 苦情対応 

(６ ) 防災対策 

(７ ) 関係機関及び地域との連携 

(８ ) 会計経理 

(９ ) 予算の編成・執行 

(１０) 決算 

(１１) その他 

４ 一般指導検査の実施にあたっては、事前に日時、場所等を無料低額宿泊所の

事業者に文書で通知する。 

  なお、一般指導検査を効率的に実施するため、無料低額宿泊所に対し事前に

資料の提出を求めることができる。 

５ 一般指導検査を実地において行った場合は、実施場所等において、その結果

について無料低額宿泊所の管理者に対し講評を行う。 

（一般指導検査の基準） 

第８条 一般指導検査における公平性を担保するため、着眼点、関係法令、指導

内容及び指摘区分等を内容とする指導検査基準を別に定める。 

（特別指導検査） 
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第９条 特別指導検査は、一般指導検査における度重なる指導によっても是正改

善が認められない場合、無料低額宿泊所の運営に重大な問題がある場合など、

問題等の内容に応じ実地において行う。 

（指導検査結果の通知等） 

第１０条 検査の結果は、次の各号に掲げる区分にしたがって、無料低額宿泊所

の事業者に文書で通知する。 

（１） 基準等に関する法令又は通知（以下「法令等」という。）に違反する場

合は、軽微なものを除き、当該事項を文書指示事項とし、期限を定めて改善

報告を求める。 

（２） 基準等に関する法令等に違反する場合で軽微なもの及び基準等に関する

法令等以外の法令等に違反するものとして、実地にて口頭で指摘した場合は、

当該事項を口頭指示事項として文書により通知し、無料低額宿泊所の事業者

による自主的な是正又は改善を指導する。なお、改善報告の提出は不要とす

る。 

（事業の制限又は停止命令） 

 第１１条 前条第１号の文書指示事項について、正当な理由がなく、改善につ

いての指導に従わず、改善措置が講じられない場合は、個々の内容に応じ、

法第７１条に基づく改善命令の措置を講ずるものとする。 

 ２  法第７１条に基づく改善命令に従わない場合は、個々の内容に応じ、法第

７２条に基づく事業の制限、停止命令の措置を講ずるものとする。 

 ３  前項の他、次の各号に掲げる場合には、法第 72 条に基づく事業の制限又

は停止命令を行うことがある。 

(１) 法第６８条の２により届け出た事項に重大な変更があった場合において、

変更の事実を隠蔽するなど意図して届出を行わなかった場合 

(２ ) 法第７０条の調査等について、報告の求めに応じない又は虚偽の報告を 

 行った場合、調査等を拒否や妨害、忌避した場合 

(３ ) 不当な営利を図り、又は利用者の処遇について不当な行為を行った場合 

(４ ) 利用契約時において書面を交付しなかった場合 

(５ ) 事業の内容等について誇大広告等がされている場合 

 ４  前項第３号に該当する場合とは、次の各号に掲げるものとし、入居者保護
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観点から、指導や改善命令等を経ずに、法第７２条の規定に基づき事業の制

限停止命令を行うことがある。 

 (１ ) 契約に基づかない曖昧な名目での不当な料金の受領 

 (２ ) 強制的な契約の締結や、不実の告知、不利益となる事実の不告知など、 

  不当な手続による契約の締結 

 (３ ) 入居者からの契約解除を認めない、契約解除等に際して損害賠償額を 

  あらかじめ設ける等、不当な契約条項を盛り込んだ契約の締結 

 (４ ) 契約に基づかない、又は強制的な契約による金銭管理 

 (５ ) 入居者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれのある行為 

 ５  事業の制限又は停止命令に従わず事業を継続して運営した場合には、法 

  第１３１条の規定による告発を検討する。 

 ６  第３項第３号及び第４項各号の規定は法第６８条の２の規定による事業開

始の届出を行わずに運営されている無料低額宿泊所にも適用する。 

（日常生活支援住居施設） 

第１２条 実地指導検査の対象となる無料低額宿泊所が生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）第３０条第１項ただし書に規定する日常生活支援住居施設

として認定されている場合には、日常生活支援住居施設に関する厚生労働省

令で定める要件等を定める省令（令和２年厚生労働省令第４４号）第２４条

第１項に基づく日常生活支援住居施設に関する調査等もあわせて実施するこ

とができるものとする。 

 ２  前項の調査等は、入居者の保護の実施機関である福祉事務所と連携するも

のとする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、指導検査の実施に関し必要な事項は、

健康福祉局長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２５年１０月１日から施行する。 

この要綱は、令和２年７月１日から施行する。 


